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人口予測において各自治体が用いている「コーホート要因法」は現在の人口変化の構造をなぞる方法で，

「既定路線としての運命」を示すものである．プランニングにおいては，この運命をより良い方向に変え

ていくための政策や努力が求められる．どんな政策や努力が有効かを知るには，単なる人口増減を見るだ

けでは不十分で，この運命をどれだけ変えたかを見る必要がある．本研究ではコーホート要因法による推

計人口と実人口の差を運命変革分とし，どのような理由で生じたものかを統計的に解析することで課題に

答えた．全自治体を対象とした分析の主な結果として，1)社会基盤整備や大規模災害の影響が有意に効い

ていること，2)早くから地域おこしの取り組みをおこなった自治体で正の効果が出ていることが示された． 
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1. はじめに 

 

近年，人口減少が非常に大きな課題となっている．平

成22年国勢調査から平成27年国勢調査までの5年間で日

本の人口は約96万人減少1)しており，国立社会保障・人

口問題研究所(以下，「社人研」とする)が算出した将来

推計人口(以下，「推計人口」とする)により更なる減少

が予測2)されている．当然，地方自治体でも人口減少が

予測され，各自治体は人口ビジョン3)において「コーホ

ート要因法」で算出された推計人口を用いている．コー

ホート要因法は人口予測において有効な手法だが，その

基本的な論理構造は「既定路線としての運命」を示すも

のである．プランニングにおいては，この運命をより良

い方向に変えるための政策・努力が求められる．  

単純な人口増減に一喜一憂する自治体は多く，合併に

よる本庁撤退が人口減少に多大な影響を与えたと誤解を

与える新聞記事等4)も見られる．しかし，プランニング

の視点にたてば，運命を変えるのに何がどれだけ役立っ

たかという正確な情報が必要である．つまり，従来の単

なる人口増減分析だけでは，運命を変えるという観点か

らはピントのあった知見が得られているわけではない．  

本研究では，この基本的な課題に対応するため，全国

自治体の「コーホート要因法における推計人口」と「予

測年次の実人口」の乖離を，どれだけ運命を変えられた

かという運命変革分として抽出する．そして，どのよう

な政策・努力等によって生じたかを統計分析によって明

らかにし，多くの自治体が直面する人口減少予測に論理

的に抗うために有効な情報を提供し，覆すための方策を

検討することを目的とする．なお，近年では地域政策に

ICTを活用する自治体も多く見られること5)から，ICTの

導入を見すえることも重要と考えられる． 

 

 

2. 本研究の位置づけ 

 

(1) 人口増減に関する議論の現状 

人口減少はその重要性の高さから各所で興味の対象と

なっている．社人研の推計人口を用いた一部の著作6)で

は，20・30代女性の人口減少を根拠に一部地域が消滅す

ることを喧伝している．しかし，コーホート要因法は現

状が続いた際の将来像である．机上計算で将来的に消滅

する運命の自治体が頻出するのは当然で，社会全般に推

計手法の限界が理解されていないことも垣間見える． 

 ちなみに社人研の推計人口の信頼度は高く，研究ベー
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スでは2007年時点で全国645の自治体で用いられている

ことが明らかになっている7)．また，茨城県の44自治体

では，2018年時点で人口ビジョンに社人研の推計人口を

用いている3)．こういった状況は自治体がコーホート要

因法を単に鵜呑みにしていることを疑う必要がある． 

一方，近年の田園回帰の流れ等から，推計人口の減少

が予測された地域で予測が覆されるケースが頻出してい

る8)．特に2010～2015の間で社会増を達成している自治

体には，先述の著作6)で消滅する地域と思われている離

島・山間部が少なからず含まれる8)． 

また，運命を良い方向に変える自治体もあれば，その

逆があることも想像できるが，それら相違が何によって

生じたかの肝心な情報はまだ提供されていないと言える． 

 

(2) 既存研究のレビュー 

地域の人口に関連する研究の蓄積は膨大であり，ここ

では本論文の位置づけを説明する上で必要な文献に限っ

てレビューを記載する．まず，自治体の実人口の増減に

は自然増よりも社会増の影響が本質的であるということ

が既に指摘されており9)年齢層別の純移動率に関する研

究なども既に実施されている10)． 

 推計人口に関しては，主に推計手法に関する研究と推

計結果の精度に関する研究の2つが存在する．推計手法

に関する研究としては，将来的な住宅供給の変化を仮定

し地域の将来人口推計のモデルを作成した研究11)等が存

在する．一方，推計の精度に関する研究としては市町村

別の乖離12)から精度に言及する研究や，あらかじめ誤差

を想定し推計精度を高める試み13)が存在する． 

 以上のように，これまでは乖離を「精度の悪さ」とい

うネガティブな材料として扱い，手法の改善を目指して

きたと言える．本研究では乖離の中にこそ地域再生を検

討する上で重要な情報が含まれると考える立場にある． 

 

(3) 本研究の内容構成 

 以上の問題意識から，本研究では推計人口と実人口の

乖離から人口減少予測を覆すために有効な要因を定量的

に明らかにする．具体的には， 2015年の推計人口と実人

口から各自治体の乖離を算出し，統計的要因分析を通じ

て人口減少予測を覆す要因を定量的に検討する． 

 本研究の構成としては，まず2.で本研究の位置づけを

整理する．次に，3.で使用データの概要及び用語の定義

を述べる．4.では分析に用いる変数を考察し，5.で重回

帰分析を用いて人口減少予測を覆すために有効な要素に

関する提言を行う．以上を踏まえ6.で結論を述べる． 

 

(4) 本研究の特長 

本研究の特長は以下の通りである． 

1) 単なる人口増減の分析ではなく，過去の研究では

「誤差」や「精度の悪さ」として扱われてきた推

計人口と実人口の乖離にこそ重要な情報が含まれ

ているという立場に立つ新規性の高い研究である． 

2) 平成の大合併後ではなく，それ以前の細かな行政

区単位(2003年時，3,245自治体)でのデータを説明変

数も含めて独自に丹念に整備を行うことで，網羅

的で信頼性の高い分析を可能にした． 

3) 現在ほとんどの自治体が突き付けられている人口

減少予測という運命に対し，どう覆すかを考える

上で直接参考となる有用な情報を提供している． 

 

 

3. 使用データの概要と用語の定義 

 

(1) 使用データの概要 

本研究で用いる2015年推計人口は，社人研が2003年に

推計したものである．推計には先述した通りコーホート

要因法を適用しており，推計フローを図-1（その1）に

 

 

図-1 推計実施年別の推計フロー比較(各年の推計フロー14)-16)を参考に筆者作成) 
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示す．推計は2008・2013年にも実施されており，いずれ

も直前の国勢調査を用いており，基本構造に大きな変化

はない．また，推計に用いる変数の変遷を表-1に示す．

大きな内容の変化として2008～2013年間における，①東

日本大震災を考慮した純移動率，②婦人子ども比・0～4

歳性比の算出や補正基準が全国推計になった2点がある．

なお，本研究でも2015年実人口には国勢調査を用いる． 

 

(2) 概念の整理 

分析で用いる概念として𝑡年の実人口で推計された𝑛

年後の𝑡  𝑛年推計人口の増減を見た推計人口増減比

（式(1)），𝑡年から𝑡  𝑛年までの実人口の増減を見た実

人口増減比(式(2))，𝑡  𝑛年の推計人口と𝑡  𝑛年の実人

口との乖離（式(3)）の算出方法を(1)～(3)に示す． 

𝑅  𝑐    𝑐∙𝑡 𝑛  𝑐∙𝑡⁄    (1) 

𝑅 𝑐   𝑐∙𝑡 𝑛  𝑐∙𝑡⁄    (2) 

𝑅 𝑐   𝑐∙𝑡 𝑛   𝑐∙𝑡 𝑛⁄   (3) 

𝑅  𝑐：自治体 の推計人口増減比 

𝑅 𝑐：自治体 の実人口増減比 

𝑅 𝑐：自治体 の乖離 

  𝑐∙𝑡 𝑛：自治体cの𝑡  𝑛年推計人口 

 𝑐∙𝑡：自治体 の𝑡年の実人口 

 𝑐∙𝑡 𝑛：自治体 の𝑡  𝑛年の実人口 

 なお，本研究は𝑡年を 2000年，𝑛年後を 15年後とする． 

 

4. 分析変数の考察 

 

(1) 推計人口と実人口の関係 

推計人口と実人口から乖離を把握し，説明変数を考察

する．横軸に推計人口増減比，縦軸を実人口増減比とし

た散布図を図-2に示す．図-2より以下のことが分かる． 

1) 半数以上の自治体が45度線よりも下に位置してお

り，予測より人口減少が深刻な自治体が多い． 

2) 散布図の下部は東日本大震災における福島原子力

発電所の事故で帰宅困難区域等に指定された地域

であり，震災の影響を分析で考慮する必要がある． 

3) 東京都中央区が顕著な差がある．これはタワー型

マンションの建設等に伴い都心に人口が集中する

傾向にあるためと考える． 

4) 京都府木津町・三重県朝日町は大都市の通勤圏で，

2000年以降に宅地開発が実施された自治体である． 

5) 島根県旭町は，新しく刑務所が設置され，職員が

家族とともに定住した特殊な事例と考えられる． 

6) 鹿児島県十島村は積極的に移住政策に取り組んで

おり，その効果があらわれたものと考えられる． 

 

(2) 乖離の分布状況 

乖離の発生状況に関する空間的な分布を確認するため，

図-3を作成した．図-3から以下のことが読み取れる．

表-1 推計実施年別の変数の内容 

 

 

図-2 推計人口増減比と実人口増減比の関係 

 

 

図-3 乖離の分布状況
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1) 三大都市圏や地方の大都市から距離があるほど乖

離1.0未満の自治体が多くなっている． 

2) 上記に関連して，就学期や就職期に都市部への転

出が超過する傾向8)があるため，通勤圏だけでなく

大学のような高等教育機関の存在も重要と考える． 

3) 1)や2)の他に，乖離の分布がばらつく要因として人

口減少と施設の撤退による負のスパイラルが存在

すると考えられる．よって，生活サービス施設の

存在や道の駅の登録といった生活機能の確保に関

する取り組みの影響を確認する必要がある． 

4) 離島や中山間地域でも乖離1.0以上の自治体が存在

しており，具体の政策などとの関連性を客観的に

把握することが求められる． 

図-2・図-3より，乖離の実態に関する全体像と特徴的

な事象は把握できたが，人口減少予測を覆す要因を定量

的に把握するには統計的な検討が望ましい．そこで，以

下では重回帰分析を適用することでこの課題にこたえる． 

 

 

5. モデル分析の結果と考察 

(1) 分析に用いる説明変数の候補 

分析に用いる説明変数の候補を表-2に示す．生活に関

係する施設は主に事業者・企業統計調査17)を人口に対す

るサービスの密度として指標化する．ただし，各教育施

設や鉄道駅・バス停に関しては，事業所・企業統計調査

よりデータが得られないため，ArcGISを用いて2003年の

行政区域ポリゴン上に，国土数値情報18)より取得したポ

イントを配置し，空間情報に基づいて各自治体の施設数

をカウントした．なお，鉄道駅やバス停は可住地面積で

補正を行っている． 

 

(2) 乖離の要因分析 

乖離を目的変数とした重回帰分析の結果を表-3に示す．

なお，変数の選択は，多重共線性やp値を考慮し，考察

を行う上で意義のある変数は説明力が弱いものでも説明

変数として残しているものもある．表-3から以下のこと

が読み取れる． 

1) 生活を支える施設として，スーパーや一般診療所，

小学校のサービス密度が有意に正に影響している．

一方で病院や高等教育機関は有意な数値ではない． 

2) 道路密度，鉄道駅密度などの交通基盤の影響は明

確に正の効果をもたらしており，特に道路インフ

ラの影響は顕著といえる． 

3) 一方で，「道の駅登録ダミー」は有意ではなく，

地方で「道の駅」が必ずしも自地域の生活利便性

改善を主眼としていないことも一因と考えられる． 

4) 6次産業化の試みや集落機能がきちんと確保されて

いる自治体で人口減少予測にあがなっている傾向 

表-2 説明変数の候補一覧17)-37) 

 

変数名 内容 出典

居
住
環
境

1
人
当
た
り
施
設
数

スーパー

・1999年事業所
企業調査

・2000年国勢調査

病院

一般診療所

福祉施設

一般飲食店

酒場・バー

金融機関

ガソリンスタンド

市町村役場 ・2014年国土数値
情報 (市町村役場 )

・2013年国土数値
情報 (学校 )

・2015年国勢調査

小学校

中学校

高等学校

高等教育機関

密
度

道路 距離 /可住地面積 ・2016年ESRI道路網

鉄道駅
・2008年国土数値
情報 (鉄道 )

・2010年国土数値
情報 (バス )

・2003年市区町村別

面積調
バス停

道の駅登録ダミー ・2017年道の駅一覧

地
域
活
動

再生可能エネルギー事業

・2015年農林業
センサス

定住推進活動

6次産業化

グリーンツーリズムへの取組

環境美化・自然環境の保全

高齢者への福祉活動

祭り・文化の保存を実施

イベントの開催が行われている

寄合を開催した集落

集落機能 (1)のある集落

雇
用

環
境

1次産業就業者密度 ・2000年国勢調査
・2003年市区町村別
面積調

2次産業就業者密度

3次産業就業者密度

各活動を
している
集落数

自治体
全集落数

就業者
人口

施設数/人口

(1)：冠婚葬祭等で相互扶助による生活の維持を図る機能を持つ集落

可住地面積

施設数/可住地面積

2000年～2015年に
道の駅を登録

変数名 内容 出典

移
住
定
住
政
策

2010年地域おこし
協力隊ダミー 地域おこし協力隊を

受け入れている自治体
・2010年及び2015年
地域おこし協力隊2015年地域おこし

協力隊ダミー

2013年自治体
移住体験実施ダミー

自治体が移住体験施策を実施
・2013年及び2015年
全国自治体支援制度2015年自治体

移住体験実施ダミー

震
災
の
影
響

新潟中越地震 全壊住宅数 /被害住宅数
・2004年新潟中越地震
報告書

東
日
本
大
震
災

被災地ダミー 東日本大震災被災地域
・2012年特定被災
地方公共団体

津波浸水被害
面積割合

津波浸水面積/自治体総面積
・2003年市区町村別
面積調

・2012年津波被災地域

津波被害甚大地域
・2010年国勢調査
・2012年津波被災地域

災害公営住宅ダミー 災害公営住宅が設置 ・2018年各自治体HP

帰宅困難区域ダミー 帰宅困難区域を含む自治体
・2018年ふくしま復興
ステーション

避難指示区域ダミー 避難指示区域を含む自治体

旧避難指示区域ダミー 避難指示を解除された自治体

都
市
・
地
域
属
性

原発稼働ダミー 原子力発電所が所在している
・2000年～2015年
原子力発電所の現状

三大都市圏ダミー (2) 各都市への1.5%通勤圏に
含まれる自治体
(中心市は除く)

・2008年住宅・土地
統計調査

三大都市圏以外の
都市圏ダミー(3)

東京都心湾岸ダミー 中央区 , 港区 , 品川区, 江東区 ・2003年首都圏白書

つくばエクスプレス
沿線開発ダミー

つくばエクスプレスの
鉄道駅を有する自治体

・2008年国土数値情報

三大都市圏ニュー
タウン開発ダミー

2000年以降に開発された
ニュータウンがある

・2013年全国
ニュータウンリスト

財政力指数
上位10ダミー

財政力指数上位10市町村
・2002年市町村別
決算状況調

小規模自治体
国運営施設ダミー

人口1万人未満の自治体に
国運営の施設がある

・2013年国土数値情報

合併後本庁撤退ダミー 合併後に市町村本庁が撤退 ・2014年国土数値情報

全域振興山村ダミー 自治体全域が振興山村に指定 ・2016年振興山村

離島ダミー
北海道 ,本州 ,四国,九州を除く
島のみで構成される自治体 ・2000年国土数値情報

過疎地域ダミー 過疎地域に指定された自治体

(2)：東京区部・名古屋市・大阪市

津波による
死者数 人口

(3)：札幌市・仙台市・新潟市・静岡市・浜松市・広島市・北九州市・福岡市
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表-3 重回帰分析結果(全自治体) 

 

 

が見えていることは心強い． 

5) また，地域おこし協力隊については，早いタイミ

ングで実施したところが効果を生んだことが読み

取れる．自治体移住体験実施はむしろ近年(2015年)

に始めた自治体では当初の予測よりもさらに人口

が減少する傾向にある．2014年に地方消滅が話題

となったことで，特に見込みの厳しい自治体の移

住政策導入をむしろ煽った可能性がある． 

6) 震災による負の影響は顕著であり，原発事故によ

る「帰宅困難区域」「避難指示区域」の影響は群

を抜いている．一方原発稼働地域は財政が豊かで

あると言われるが，正に有意な影響は見られない． 

7) 「東京都心湾岸ダミー」は正に反応し，「三大都

市圏ダミー」が負に反応していることから，推計

実施時の予測に比較し，郊外部よりも東京都心に

人口が集中する傾向が顕著となっている．一方，

「つくばエクスプレス沿線開発ダミー」や「三大

都市圏ニュータウン開発ダミー」は有意に正な反

応をしており，大都市圏内における新規開発エリ

アにおいて，当初予測を上回る成長が見られる． 

8) 「離島ダミー」が正に反応し，離島部で実施され

た政策が他の条件不利地域で参考になると考える． 

 

 

6. 結論 

 

本研究で得られた成果は下記のとおりである． 

1) コーホート要因法に基づく推計人口と実人口の乖

離を単なる誤差ではなく，「地域再生を検討する

上での重要な情報源」として初めて意味づけ，乖

離の分布を具体的に明らかにした． 

2) 数の上では乖離1.0未満の，予測よりもさらに人口

減少が進行している自治体の割合が高いことが明

らかとなった．しかし，離島部のような条件不利

地域でも乖離1.0以上の自治体は存在し，当初の人

口減少予測を覆すことに成功している． 

3) 居住環境に関しては，買い物や近隣での診療，初

等教育施設の充実が予測にあがなううえで重要な

施設といえる．これらの生活サービスは必ずしも

現在の場所での提供にとどまらず，移動販売，在

宅医療，ICT教育などで代用できる可能性がある．

また，道路ネットワークや公共交通が整備されて

いることも重要であり，その意味で中山間地域等

におけるインフラ機能を補完できる交通に関わる

新技術の導入38)も新たな支援策として期待できる． 

4) 地域おこしや移住政策は，単に実施するだけでな

く，十分な準備と先進的に取り組むことの重要性

が数値的にも確認された．地域おこし協力隊への

参加や移住に対する障壁を低くする取り組みも重

要であると想定され，スマート農業やテレワーク

といった地方でのICTを活用した職業関連の支援も

有効な施策となる可能性がある． 

5) 合併による行政機関の撤退は当初の予測より地域

の人口を減少させることとなる一方で，6次産業化

や集落機能の維持は予測を覆す上で重要な要素で

あることが示された．ICTを活用した地域政策の事

例5)においても6次産業化に関連した事例が存在す

ることから，今後は地域活動にICTを絡めた施策を

検討することも必要かと考える． 

6) なお，個々の地域の地道な努力の影響より，震災

による負の影響や東京湾岸のタワーマンション林

立といった現象が全体の構造に大きく影響を与え

ていることが明らかとなった．これらそれぞれの

影響のスケールを適切に理解した上で，今後の対

変数名 標準化係数 t値 p値

居
住
環
境

1
人
当
た
り
施
設
数

スーパー 0.05 2.79 **0.01

病院 0.02 1.21 0.23

一般診療所 0.07 4.11 **0.00

酒場・バー 0.04 2.61 **0.00

小学校 0.05 2.82 **0.00

高等教育機関 0.02 1.41 0.16

密
度

道路 0.21 6.95 **0.00

鉄道駅 0.05 2.67 **0.01

道の駅登録ダミー -0.01 -1.02 0.31

地
域
活
動

定住推進活動 -0.02 -0.76 0.45

6次産業化 0.05 2.12 *0.03

グリーンツーリズムへの取組 -0.01 -0.55 0.58

集落機能のある集落 0.06 3.34 **0.00

雇
用

環
境 2次産業就業者密度 0.02 0.79 0.43

移
住
定
住
政
策

2010年地域おこし協力隊ダミー 0.04 3.02 **0.00

2015年地域おこし協力隊ダミー 0.02 1.12 0.26

2013年自治体移住体験実施ダミー 0.01 0.96 0.34

2015年自治体移住体験実施ダミー -0.04 -2.60 **0.00

変数名 標準化係数 t値 p値

震
災
の
影
響

新潟中越地震 -0.04 -2.62 **0.01

東
日
本
大
震
災

津波浸水被害面積割合 -0.07 -3.42 **0.00

津波被害甚大地域 -0.10 -5.04 **0.00

災害公営住宅ダミー 0.03 1.71 0.09

帰宅困難区域ダミー -0.37 -26.11 **0.00

避難指示区域ダミー -0.21 -15.44 **0.00

旧避難指示区域ダミー -0.05 -3.92 **0.00

都
市
・
地
域
属
性

原発稼働ダミー 0.02 1.33 0.19

三大都市圏ダミー -0.06 -3.77 **0.00

つくばエクスプレス沿線開発ダミー 0.07 4.64 **0.00

三大都市圏ニュータウン開発ダミー 0.05 3.41 **0.00

東京都心湾岸ダミー 0.07 4.67 **0.00

財政力指数上位10ダミー 0.03 2.18 *0.03

小規模自治体国運営施設ダミー 0.15 10.57 **0.00

合併後本庁撤退ダミー -0.10 -6.66 **0.00

全域振興山村ダミー -0.11 -6.68 **0.00

離島ダミー 0.04 2.30 *0.02

過疎地域ダミー -0.05 -2.85 **0.00

N=3,245 修正済みR2：0.40 **：1%有意 *：5%有意
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策を進める必要がある． 

今後の発展可能性として，同様の分析を国勢調査の結

果発表に応じて継続的に実施していくことが考えられる．

それによって時代に応じた乖離の実態と，人口減少予測

への対処の仕方を経年的に言及することが可能となる． 

 

謝辞：本研究は，トヨタ自動車(株)との共同研究「次世

代社会システムとモビリティのあり方に関する研究」の

一環として実施した．加えて， JSPS科学科研費

(17H03319，代表：谷口守)の助成を得た．記して謝意を

表する． 
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